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貸　借　対　照　表
（2024年３月31日現在）

＜単位：千円＞

負            債            の            部

流動資産 3,407,655 流動負債 739,245

現 金 及 び 預 金 1,191,099 139,022

売 掛 金 536,019 278,400

商 品 897,419 35,663

貯 蔵 品 110,977 111,161

仕 掛 品 20,869 47,783

前 払 費 用 54,798 101,327

短 期 貸 付 金 585,000 25,887

貸 倒 引 当 金 △ 95,224 固定負債 141,424

そ の 他 106,695 141,424

固定資産 405,331 880,670

有形固定資産 59,548 純        資        産        の        部

建 物 26,873 株主資本 2,932,316

器 具 及 び 備 品 25,877 350,000

そ の 他 6,796 87,500

無形固定資産 46,276 87,500

ソ フ ト ウ エ ア 46,276 2,494,816

投資その他の資産 299,506 2,494,816

投 資 有 価 証 券 4,441 別 途 積 立 金 1,328,727

関 係 会 社 株 式 11,334 繰 越 利 益 剰 余 金 1,166,089

長 期 前 払 費 用 12,193

敷 金 保 証 金 183,970

繰 延 税 金 資 産 87,566 2,932,316

3,812,986 3,812,986

(注１）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

(注２）当期純利益　　　　　311,732千円
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① その他有価証券  

・時価のあるもの 

 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの 移動平均法による原価法 

なお、投資事業組合等への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で計上しておりま

す。 

② たな卸資産  

ⅰ商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。 

ⅱ仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。 

ⅲ貯蔵品 主として総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。 

 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

（リース資産を除く） 

 

定率法 

ただし、平成 10年４月１日以降に取得した建

物（建物付属設備を除く）並びに平成 28年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物          ３年～22年 

器具及び備品      ３年～15年 



② 無形固定資産 

（リース資産を除く） 

 

定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用）については、 

社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

③ リース資産 

 

 

定額法 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を 

零とする定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 

従業員への賞与の支給に備えるため、将来の支

給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し

ております。 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当

金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする

方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

(4) 収益及び費用の計上基準 

商品を出荷した時点で、当該商品の支配が顧客に移転し、履行義務が充足された 

と判断して収益を認識しております。 

 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 


